
令和４年度 

第５回沖縄地方最低賃金審議会 

 

 

 

 

日  時 令和４年８月 26 日（金）9：30～ 

場  所 那覇第二地方合同庁舎一号館 

                   共用中会議室（２階） 

 

 

 

 

 

 

 

議 事 次 第 

 

１ 沖縄地方最低賃金審議会の意見に対する異議の申出について 

２ その他 



令和４年度第５回沖縄地方最低賃金審議会資料 

 

 

 

 

 

１ 沖縄地方最低賃金審議会の意見に対する異議申出書（写） 

 

申出人 沖縄県労働組合総連合議長 穴井 輝明（2022 年８月 22 日付け申出） 

                                １P～３P 

 

２ 沖縄県最低賃金審議会の意見に関する異議の申出について（諮問）（写） 

                                ４P～７P 

 

３ 全ての都道府県で地域別最低賃金の改定額が答申されました 

   (令和４年８月 23 日 厚生労働省公表) 

                                ８P～10P 

 

４ 最低賃金と生活保護との比較に係る関連記載の訂正案 

                                11P～26P 
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写 
資料２ 

沖労発基 0826 第３号 

令和４年８月 26 日 

 

 

沖縄地方最低賃金審議会 

会 長 島 袋 秀 勝 殿 

 

 

沖縄労働局長 

西 川 昌 登 

 

 

 

沖縄地方最低賃金審議会の意見に関する異議の申出について（諮問） 

 

 

 

標記について、2022 年８月 22 日付けをもって沖縄県労働組合総連合議長 

穴井輝明から、別添のとおり最低賃金法（昭和 34 年法律 137 号）第 11 条第２

項に基づく異議の申出があったので、貴審議会の意見を求める。 
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umezawas
円
ここにメモを書いてください。

umezawas
フリーテキスト
　別添
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※令和４年７月 29日第 2回本審 修正前 

 

生活保護と最低賃金との比較（沖縄県） 

Ⅰ 前提 

 ○ 若年単身 → 生活保護基準では 12～19 歳・単身世帯 

  ・ 冬季加算地区  → Ⅵ区 

  ・ 県内級地別人口 → １級地－１      0 人 

              １級地－２      0 人 

              ２級地－１   317,625 人 

              ２級地－２      0 人 

              ３級地－１   708,999 人 

              ３級地－２   440,856 人 

                計    1,467,480 人 

       ※令和２年国勢調査（人口等基本集計 第１-１表）による市町村別の人口 

 

Ⅱ 生活保護 

（１） 生活扶助基準（令和２年度） 

  ①第１類費＋第２類費（冬季加算を除く） 

   第１類費及び第２類費の合計の人口加重平均を求めると、 

  （71,460 円×317,625 人＋68,430 円×708,999 人＋66,940 円× 

440,856 人）÷1,467,480 人 

   ＝68,638.19 円(１円未満四捨五入せず) 

  ②第２類費のうち冬季加算（１か月平均） 

   沖縄においては、冬季加算地区区分Ⅵ区に分類され、11 月から翌年３月までの５月

となる。 

    2,630 円×５÷12＝1,095.83 円(１円未満四捨五入せず) 

  ③期末一時扶助費（１か月平均） 

   級地別の期末一時扶助費（１か月平均） 

    ２級地－１ 12,880 円×１÷12＝1,073.33 円(１円未満四捨五入せず) 

    ３級地－１ 11,610 円×１÷12＝  967.5 円(１円未満四捨五入せず) 

    ３級地－２ 10,970 円×１÷12＝  914.16 円(１円未満四捨五入せず) 

   （1,073.33 円×317,625 人＋967.5 円×708,999 人＋914.16 円×440,856 人） 

    ÷1,467,480 人＝974.381 円(１円未満四捨五入せず) 

  生活扶助基準（１類費＋２類費（冬季加算込）＋期末一時扶助費） 

   ＝ ①＋②＋③ 

   ＝ 68,638.19 円＋1,095.83 円＋974.381 円 ＝ 70,708.401 円 

（２）住宅扶助実績値（令和元年度） 

   単身被保護世帯数 → 那覇市： 8,037 世帯 

              沖縄県（那覇市除く）：15,749 世帯 

              計  23,786 世帯 

資料２ 

資料４ 
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※令和４年７月 29日第 2回本審 修正前 

 

   住宅扶助実績値  → 那覇市：27,131.9 円 

              沖縄県（那覇市除く）：22,107.5 円 

   ※１ 令和元年被保護者調査年次調査（個別調査）第 3－10 表により示される那覇市、沖縄県の

単身被保護世帯数及び同世帯１世帯当たり住宅扶助の値。 

   ※２ 上記の単身被保護世帯数には、住宅扶助を支給されていない世帯も含まれている。 

 

   （27,131.9 円×8,037 世帯＋22,107.5×15,749 世帯）÷23,786 世帯 

    ＝ 23,805.18 円(１円未満四捨五入せず) 

 

（３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

   以上、（１）、（２）より、 

   生活扶助基準＋住宅扶助実績値＝70,708.401 円＋23,805.18 円 

                  ＝ 94,513.581 円(１円未満四捨五入せず) 

 

Ⅲ 最低賃金との比較 

   時給 792 円（令和２年度沖縄県最低賃金額）で月 173.8 時間（週 40 時間）働いた場

合の 1か月の収入（手取額）は、 

    792 円×173.8 時間×0.817＝112,460 円 （1 円未満四捨五入） 

   ※ 0.817 は、時間額 792 円で月 173.8 時間働いた場合の税・社会保険料を考慮した可処分所得

の総所得に対する比率 

  したがって、生活保護と最低賃金の差額は、 

   生活保護－最低賃金（手取額）＝94,513 円－112,460 円＝△17,947 円 

  となり、この差額を 173.8 時間で割って１時間当たりとし、0.817 で割って手取額か

ら額面に換算すると、 

   △17,947 円÷173.8÷0.817＝△126 円（1円未満四捨五入） 

  となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。 
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※令和４年７月 29日第 2回本審 修正後(案) 

 

生活保護と最低賃金との比較（沖縄県） 

Ⅰ 前提 

 ○ 若年単身 → 生活保護基準では 18～19 歳・単身世帯 

  ・ 冬季加算地区  → Ⅵ区 

  ・ 県内級地別人口 → １級地－１      0 人 

              １級地－２      0 人 

              ２級地－１   317,625 人 

              ２級地－２      0 人 

              ３級地－１   708,999 人 

              ３級地－２   440,856 人 

                計    1,467,480 人 

       ※令和２年国勢調査（人口等基本集計 第１-１表）による市町村別の人口 

 

Ⅱ 生活保護 

（１） 生活扶助基準（令和２年度） 

  ①第１類費＋第２類費（冬季加算を除く） 

   第１類費及び第２類費の合計の人口加重平均を求めると、 

  （71,460 円×317,625 人＋68,430 円×708,999 人＋66,940 円× 

440,856 人）÷1,467,480 人 

   ＝68,638.19 円(１円未満四捨五入せず) 

  ②第２類費のうち冬季加算（１か月平均） 

   沖縄においては、冬季加算地区区分Ⅵ区に分類され、11 月から翌年３月までの５月

となる。 

    2,630 円×５÷12＝1,095.83 円(１円未満四捨五入せず) 

  ③期末一時扶助費（１か月平均） 

   級地別の期末一時扶助費（１か月平均） 

    ２級地－１ 12,880 円×１÷12＝1,073.33 円(１円未満四捨五入せず) 

    ３級地－１ 11,610 円×１÷12＝  967.5 円(１円未満四捨五入せず) 

    ３級地－２ 10,970 円×１÷12＝  914.16 円(１円未満四捨五入せず) 

   （1,073.33 円×317,625 人＋967.5 円×708,999 人＋914.16 円×440,856 人） 

    ÷1,467,480 人＝974.381 円(１円未満四捨五入せず) 

  生活扶助基準（１類費＋２類費（冬季加算込）＋期末一時扶助費） 

   ＝ ①＋②＋③ 

   ＝ 68,638.19 円＋1,095.83 円＋974.381 円 ＝ 70,708.401 円 

（２）住宅扶助実績値（令和元年度） 

   単身被保護世帯数 → 那覇市： 8,037 世帯 

              沖縄県（那覇市除く）：15,749 世帯 

              計  23,786 世帯 

資料２ 
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※令和４年７月 29日第 2回本審 修正後(案) 

 

   住宅扶助実績値  → 那覇市：27,131.9 円 

              沖縄県（那覇市除く）：22,107.5 円 

   ※１ 令和元年被保護者調査年次調査（個別調査）第 3－10 表により示される那覇市、沖縄県の

単身被保護世帯数及び同世帯１世帯当たり住宅扶助の値。 

   ※２ 上記の単身被保護世帯数には、住宅扶助を支給されていない世帯も含まれている。 

 

   （27,131.9 円×8,037 世帯＋22,107.5×15,749 世帯）÷23,786 世帯 

    ＝ 23,805.18 円(１円未満四捨五入せず) 

 

（３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

   以上、（１）、（２）より、 

   生活扶助基準＋住宅扶助実績値＝70,708.401 円＋23,805.18 円 

                  ＝ 94,513.581 円(１円未満四捨五入せず) 

 

Ⅲ 最低賃金との比較 

   時給 792 円（令和２年度沖縄県最低賃金額）で月 173.8 時間（週 40 時間）働いた場

合の 1か月の収入（手取額）は、 

    792 円×173.8 時間×0.817＝112,460 円 （1 円未満四捨五入） 

   ※ 0.817 は、時間額 792 円で月 173.8 時間働いた場合の税・社会保険料を考慮した可処分所得

の総所得に対する比率 

  したがって、生活保護と最低賃金の差額は、 

   生活保護－最低賃金（手取額）＝94,513 円－112,460 円＝△17,947 円 

  となり、この差額を 173.8 時間で割って１時間当たりとし、0.817 で割って手取額か

ら額面に換算すると、 

   △17,947 円÷173.8÷0.817＝△126 円（1円未満四捨五入） 

  となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。 
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令和４年８月 10 日答申 修正前 

 

写 
沖地最審第５号 

令和４年８月 10 日 

 

 

沖縄労働局長 

西 川 昌 登 殿 

 

 

沖縄地方最低賃金審議会 

会 長 島 袋 秀 勝 

 

 

沖縄県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

 当審議会は、令和４年７月４日付け沖労発基 0704 第１号をもって貴職から諮

問のあった沖縄県最低賃金の改正決定について、慎重に審議を重ねた結果、別紙

１のとおりの結論に達したので答申する。 

また、平成 20 年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成 20 年度地域別最

低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデータにより比

較したところ、別紙２のとおり令和２年 10 月３日発効の沖縄県最低賃金（時間

額 792 円）は令和２年度の沖縄県の生活保護水準を下回っていなかったことを

申し添える。 

なお、長期にわたる新型コロナウイルスの感染症の影響により大きな打撃を

受け、また急激な原材料費等の高騰や物価の上昇等の影響により厳しい経営環

境にある中小企業・小規模事業者が、事業を継続し、雇用の維持・確保を図り、

また、最低賃金を引き上げやすい環境を整備するために、国等に対して実効性の

ある支援の継続と更なる拡充、徹底した施策の実施を早急にしていただきたく、

当審議会として別添のとおり付帯決議する。 
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令和４年８月 10 日答申 修正前 

 

（別紙１） 

 

 

 

沖縄県最低賃金 

 

 

 

１ 適用する地域 

 

   沖縄県の区域 

 

 

２ 適用する使用者 

 

前号の地域内で事業を営む使用者 

 

 

３ 適用する労働者 

 

   前号の使用者に使用される労働者 

 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

 

   １時間 853 円 

 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

 

６ 効力発生の日 

 

   法定どおり 
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令和４年８月 10 日答申 修正前 

 

（別紙２） 

 

 

沖縄県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 地域別最低賃金 

（１）件   名  沖縄県最低賃金 

（２）最低賃金額  時間額 792 円 

（３）発 効 日  令和２年 10 月３日 

 

２ 生活保護水準 

（１）比較対象者 

     12～19 歳・単身世帯者 

（２）対象年度 

     令和２年度 

（３）生活保護水準（令和２年度） 

生活扶助基準(第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費)の沖縄県内人 

口加重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（94,514 円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に

掲げる金額とを比較すると沖縄県最低賃金が下回っているとは認められ

なかった。 

 

（註）１箇月換算額 

792 円（沖縄県最低賃金）×173.8（１箇月平均法定労働時間数）×0.817

（可処分所得の総所得に対する比率（※））＝112,460 円 

 

（※）令和４年 7月 12 日、中央最低賃金審議会の「令和４年度第２回 

目安に関する小委員会配布資料」に示された比率。 
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令和４年８月 10 日答申 修正前 

 

別添 

 

（１）中小企業、小規模事業者が、賃金引上げの原資を確保できる環境を整備す

るため、サプライチェーン全体での付加価値向上や取引価格の適正化に向

け、「取引適正化に向けた５つの取組」（令和４年２月、中小企業庁）に基づ

く、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できる取組

の強化を図ること。 

 

（２）コロナ禍により大きな影響を受けている宿泊等の観光、飲食、交通運輸業

等とそれに関連する業界の中小・小規模事業者支援のために、即応性・実効

性の高い支援策に積極的に取り組むこと。 

   なお、政府の実施している中小企業支援策については、支援策の進捗状況

並びにその効果を検証しつつ、適宜、要件の緩和、手続きの簡素化、使い勝

手の向上等の見直し、特例措置の延長等も図りながら、利活用の促進と周知

の徹底に取り組むこと。 

また、最低賃金引上げに向けた生産性向上支援策である業務改善助成金 

については、引き続き、当該助成金の周知を強力に推し進めるとともに、申 

請から助成金交付までの期間の短縮に努めること。 

 

（３）ビルメンテナンス等の公共調達において、国及び地方公共団体等は、年度

途中の最低賃金額の改定に伴う人件費の上昇を理由とした契約変更の申し

出が受注者からあった場合には、誠実に対応し、受注者が労働者に対して最

低賃金額以上の賃金を支払う義務を履行できるよう特段の配慮を行うこと。 
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令和４年８月 10 日答申 修正後(案) 

 

写 
沖地最審第５号 

令和４年８月 10 日 

 

 

沖縄労働局長 

西 川 昌 登 殿 

 

 

沖縄地方最低賃金審議会 

会 長 島 袋 秀 勝 

 

 

沖縄県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

 当審議会は、令和４年７月４日付け沖労発基 0704 第１号をもって貴職から諮

問のあった沖縄県最低賃金の改正決定について、慎重に審議を重ねた結果、別紙

１のとおりの結論に達したので答申する。 

また、平成 20 年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成 20 年度地域別最

低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデータにより比

較したところ、別紙２のとおり令和２年 10 月３日発効の沖縄県最低賃金（時間

額 792 円）は令和２年度の沖縄県の生活保護水準を下回っていなかったことを

申し添える。 

なお、長期にわたる新型コロナウイルスの感染症の影響により大きな打撃を

受け、また急激な原材料費等の高騰や物価の上昇等の影響により厳しい経営環

境にある中小企業・小規模事業者が、事業を継続し、雇用の維持・確保を図り、

また、最低賃金を引き上げやすい環境を整備するために、国等に対して実効性の

ある支援の継続と更なる拡充、徹底した施策の実施を早急にしていただきたく、

当審議会として別添のとおり付帯決議する。 
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令和４年８月 10 日答申 修正後(案) 

 

（別紙１） 

 

 

 

沖縄県最低賃金 

 

 

 

１ 適用する地域 

 

   沖縄県の区域 

 

 

２ 適用する使用者 

 

前号の地域内で事業を営む使用者 

 

 

３ 適用する労働者 

 

   前号の使用者に使用される労働者 

 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

 

   １時間 853 円 

 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

 

６ 効力発生の日 

 

   法定どおり 
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令和４年８月 10 日答申 修正後(案) 

 

（別紙２） 

 

 

沖縄県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 地域別最低賃金 

（１）件   名  沖縄県最低賃金 

（２）最低賃金額  時間額 792 円 

（３）発 効 日  令和２年 10 月３日 

 

２ 生活保護水準 

（１）比較対象者 

     18～19 歳・単身世帯者 

（２）対象年度 

     令和２年度 

（３）生活保護水準（令和２年度） 

生活扶助基準(第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費)の沖縄県内人 

口加重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（94,514 円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に

掲げる金額とを比較すると沖縄県最低賃金が下回っているとは認められ

なかった。 

 

（註）１箇月換算額 

792 円（沖縄県最低賃金）×173.8（１箇月平均法定労働時間数）×0.817

（可処分所得の総所得に対する比率（※））＝112,460 円 

 

（※）令和４年 7月 12 日、中央最低賃金審議会の「令和４年度第２回 

目安に関する小委員会配布資料」に示された比率。 
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令和４年８月 10 日答申 修正後(案) 

 

別添 

 

（１）中小企業、小規模事業者が、賃金引上げの原資を確保できる環境を整備す

るため、サプライチェーン全体での付加価値向上や取引価格の適正化に向

け、「取引適正化に向けた５つの取組」（令和４年２月、中小企業庁）に基づ

く、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できる取組

の強化を図ること。 

 

（２）コロナ禍により大きな影響を受けている宿泊等の観光、飲食、交通運輸業

等とそれに関連する業界の中小・小規模事業者支援のために、即応性・実効

性の高い支援策に積極的に取り組むこと。 

   なお、政府の実施している中小企業支援策については、支援策の進捗状況

並びにその効果を検証しつつ、適宜、要件の緩和、手続きの簡素化、使い勝

手の向上等の見直し、特例措置の延長等も図りながら、利活用の促進と周知

の徹底に取り組むこと。 

また、最低賃金引上げに向けた生産性向上支援策である業務改善助成金 

については、引き続き、当該助成金の周知を強力に推し進めるとともに、申 

請から助成金交付までの期間の短縮に努めること。 

 

（３）ビルメンテナンス等の公共調達において、国及び地方公共団体等は、年度

途中の最低賃金額の改定に伴う人件費の上昇を理由とした契約変更の申し

出が受注者からあった場合には、誠実に対応し、受注者が労働者に対して最

低賃金額以上の賃金を支払う義務を履行できるよう特段の配慮を行うこと。 
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令和 4 年 8 月 10 日沖縄労働局一般公示 第４-67 号 修正前 

 

沖縄県最低賃金の改正決定に係る沖縄地方最低賃金審議会の意見に関する公示 

 

沖縄労働局 一般公示  第４－67 号 

 

令和４年８月 10 日沖縄地方最低賃金審議会から沖縄県最低賃金の改正決定

について意見の提出があったので、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第

11 条の規定に基づき、その要旨を下記のとおり公示する。 

なお、沖縄県の区域内で事業を営む使用者又はこれに使用される労働者（こ

れらの者の団体を含む。）であって、当該最低賃金の改正決定に異議があるも

のは、同法第 11 条及び同法施行規則（昭和 34 年労働省令第 16 号）第８条の

規定に基づき令和４年８月 25 日（木）16 時までに沖縄労働局長あて（那覇市

おもろまち 2－1－1 那覇第二地方合同庁舎３階）異議の内容及び理由を記載

した異議申出書を提出されたい。 

 

令和４年８月 10 日 

 

 沖縄労働局長  西川 昌登 

 

記 

 

沖縄県最低賃金の改正にかかる沖縄地方最低賃金審議会の意見の要旨 

 

沖縄県最低賃金を次のように定めること。 

 

１ 適用する地域 

   沖縄県の区域 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

   前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

   １時間８５３円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

   法定どおり 
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令和 4 年 8 月 10 日沖縄労働局一般公示 第４-67 号 修正前 

 

参考 

 

沖縄県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 地域別最低賃金 

(1) 件   名  沖縄県最低賃金 

(2) 最低賃金額  時間額 792 円 

(3) 発 効 日  令和２年 10 月３日 

 

２ 生活保護水準 

(1) 比較対象者 

    12～19 歳・単身世帯者 

(2) 対象年度 

    令和２年度 

(3) 生活保護水準（令和２年度） 

生活扶助基準(第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費)の沖縄県内人口

加重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（94,514 円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の(2)に掲げる金額の 1 箇月換算額（註）と上記２の(3）に掲げる

金額とを比較すると沖縄県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

（註）１箇月換算額 

792 円（沖縄県最低賃金）×173.8（1 箇月平均法定労働時間数）×0.817

（可処分所得の総所得に対する比率（※））＝112,460 円 

 

（※）令和４年７月 12 日、中央最低賃金審議会の「令和４年度第２回 

目安に関する小委員会配布資料」に示された比率。 

 

 

24



令和 4 年 8 月 10 日沖縄労働局一般公示 第４-67 号 修正後(案) 

 

沖縄県最低賃金の改正決定に係る沖縄地方最低賃金審議会の意見に関する公示 

 

沖縄労働局 一般公示  第４－67 号 

 

令和４年８月 10 日沖縄地方最低賃金審議会から沖縄県最低賃金の改正決定

について意見の提出があったので、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第

11 条の規定に基づき、その要旨を下記のとおり公示する。 

なお、沖縄県の区域内で事業を営む使用者又はこれに使用される労働者（こ

れらの者の団体を含む。）であって、当該最低賃金の改正決定に異議があるも

のは、同法第 11 条及び同法施行規則（昭和 34 年労働省令第 16 号）第８条の

規定に基づき令和４年８月 25 日（木）16 時までに沖縄労働局長あて（那覇市

おもろまち 2－1－1 那覇第二地方合同庁舎３階）異議の内容及び理由を記載

した異議申出書を提出されたい。 

 

令和４年８月 10 日 

 

 沖縄労働局長  西川 昌登 

 

記 

 

沖縄県最低賃金の改正にかかる沖縄地方最低賃金審議会の意見の要旨 

 

沖縄県最低賃金を次のように定めること。 

 

１ 適用する地域 

   沖縄県の区域 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

   前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

   １時間８５３円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

   法定どおり 
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令和 4 年 8 月 10 日沖縄労働局一般公示 第４-67 号 修正後(案) 

 

参考 

 

沖縄県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 地域別最低賃金 

(1) 件   名  沖縄県最低賃金 

(2) 最低賃金額  時間額 792 円 

(3) 発 効 日  令和２年 10 月３日 

 

２ 生活保護水準 

(1) 比較対象者 

    18～19 歳・単身世帯者 

(2) 対象年度 

    令和２年度 

(3) 生活保護水準（令和２年度） 

生活扶助基準(第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費)の沖縄県内人口

加重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（94,514 円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の(2)に掲げる金額の 1 箇月換算額（註）と上記２の(3）に掲げる

金額とを比較すると沖縄県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

（註）１箇月換算額 

792 円（沖縄県最低賃金）×173.8（1 箇月平均法定労働時間数）×0.817

（可処分所得の総所得に対する比率（※））＝112,460 円 

 

（※）令和４年７月 12 日、中央最低賃金審議会の「令和４年度第２回 

目安に関する小委員会配布資料」に示された比率。 
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